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次第 



１ 被災宅地危険度判定 

平成２８年４月１４日 ２１：26 前震発生（Ｍ6.5） 
 
平成２８年４月１６日  1：25  本震発生（Ｍ7.3） 
 
平成２８年４月２０日 熊本市被災宅地危険度判定実施本部設置 
 
平成２８年５月２７日 派遣による判定士の活動終了 
 
平成２９年１月１１日 被災宅地危険度判定終了 
 

4月16日の熊本市庁舎内 4月21日の支援本部・実施本部 



１ 被災宅地危険度判定 

□ 被災宅地危険度判定 
 災害対策本部が設置されるような大規模な地震等によって、宅地が大規
模かつ広範囲に被災した場合、被災宅地危険度判定士が危険度判定を実施
し、被害の発生状況を迅速かつ的確に把握することにより、宅地の二次災
害を軽減・防止し住民の安全を確保することを目的としています。 
 平成９年に判定活動を円滑に実施するため、都道府県や政令指定市など
を会員とした連絡協議会が創設されている。 

熊本市被災宅地危険
度判定実施本部 



１ 被災宅地危険度判定 

□ 被災宅地危険度判定活動 

写 真 

北区清水岩倉地区 

【よう壁崩壊箇所】 

北区龍田地区 

西区池田地区 

【よう壁崩壊箇所】 

・３人一組で調査を実施 

500件 732件 

《1,096件》 
322件 

《3,859件》 ・《 》は簡易
調査含む 

・被害箇所の計測など行なう 



１ 被災宅地危険度判定 

□ 被災宅地危険度判定活動（被害状況） 

【空石積造擁壁の崩壊】 

【宅地擁壁の折損被害】 



１ 被災宅地危険度判定 

□ 被災宅地危険度判定活動（被災状況） 

【宅地地盤の地割れ被害】 
【液状化による不同沈下】 

【墳砂現象・地割れ】 



１ 被災宅地危険度判定 

□ 実施結果 

市町村名 
危険 
(赤) 

要注意 
(黄) 

調査済 
(青) 

簡易 
調査 

判定 
不能等 

計 

熊本市 500 732 322 3,901 23 5,478 

その他市
町村 

2,260 1,296 663 10,113 212 14,544 

計 2,760 2,028 985 14,014 235 20,022 

被災宅地危険度判定調査結果（調査期間：H28.4.17～H29.1.11）（件数） 
その他市町村：益城町、西原村、南阿蘇村、大津町、菊陽町、御船町、合志市、甲佐町、美里町、宇城市、山都町 

簡易調査の内訳：熊本市（簡易黄364、簡易青3,537、計3,901） 
その他市町村（簡易黄1,985、簡易青8,128、計10,113） 



□ 熊本市の被災宅地の復旧について 

  

  

公共事業の 
拡充制度 

  
  

  

  
  

  

  

  

  

  
  

復興基金による支援制度 
（公共事業以外による支援事業）   

  
公共事業の既存制度 

（宅地耐震化推進事業等） 

  

  

災害関連地域防災 
がけ崩れ対策事業 

宅地液状化 
防止事業 

大規模盛土造成地 
滑動崩落防止事業 

被災宅地総数（推定）： 
約７,２００件 【約１５，０００件】 

③復興基金による支援制度 
約５，５００ 件 【約１０，０００件】 

①公共事業の既存制度 
約１，３００ 件 【約３，８００件】 

②公共事業（宅地耐震化推進
事業）の拡充制度 

約４００件 【約１，２００件】 

※【 】内は県内の件数 

２ 熊本地震における宅地被害への対応 

被害があった宅地復旧の対応 



３ 熊本地震被災宅地復旧技術検討委員会 

・平成２８年１２月２８日  第一回 委員会実施 
 
・平成２９年２月９日    第二回 委員会実施 
 
・平成２９年３月29日公表   被災宅地災害復旧技術マニュアル 
              被災宅地復旧の手引き 
              宅地復旧のガイド 
 
 

□ 設置目的 
 熊本地震被災宅地復旧技術検討委員会は、熊本地震における被災宅地の
合理的な復旧工法の確立等について、調査及び技術的な検討を実施し、そ
の成果を反映した「被災宅地災害復旧技術マニュアル（熊本地震対応）」
の策定を行うことを目的とする。 
 委員は、学識経験者４名と国土交通省、熊本県、熊本市の７名で構成。 

被災宅地復旧マニュアル 熊本 検索 

第１回委員会 



３ 熊本地震被災宅地復旧技術検討委員会 

▼ 第一回 委員会                       
 
 

□ 議事概要 

委員会の写真 

被災宅地復旧マニュアル 熊本 検索 

▼ 第二回 委員会 
 

 １ 熊本地震による宅地被害復旧に向けた取り組みについて 
 ２ 平成28年熊本地震による宅地災害の特徴について 
 ３ 被災宅地災害復旧技術マニュアルの作成方針について 
 ４ 被災宅地復旧の手引きの作成方針について 
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新潟県中越地震

兵庫県南部地震

熊本地震及び過去の地震における被災擁壁の種別の割合

コンクリート系擁壁 練石積擁壁 空石積擁壁 増積擁壁 その他

■熊本地震及び過去の地震による被災擁壁種別の割合 

※1 

※2 

※3 

※1 

※2 

※3 

■熊本地震及び過去の地震による擁壁高さ別被害の割合 

※１ 沖村 孝、二木 幹夫、岡本 敦、南部 光広（1999）兵庫県南部地震による宅地擁壁被害の特徴と原因、土木学会論文集、Vol. 1999 (1999)  No. 637  P 29-41 ※２ 橋本 隆雄、宮島 昌克（2005）2004年新潟県中越地震における宅地被害分析と今後の宅地対策、地震工

学論文集、Vol. 28 (2005) P 133  ※３ 仙台市資料 

 １ 被災宅地災害復旧技術マニュアル（案）について 
 ２ 被災宅地復旧の手引き（案）について 
    
    



被災宅地災害復旧技術マニュアル 
～熊本地震対応～ 

被災宅地復旧の手引き 
熊本地震による被災者の皆さまへ 

宅地復旧のガイド 
熊本地震による被災者の皆さまへ 

宅地復旧の基本的な考え方や
復旧工法の選定フロー、各工
法の内容などについて記載。
復旧工事等に携わる実務者
（行政担当者や民間設計者）
を対象としています。 

公共事業や支援制度の対象の
有無や復旧をどのように進め
るかなど、復旧方法について
必要な注意点も記載。            
これから宅地復旧される被災
者の方や行政機関の窓口対応
の方を対象としています。 

宅地復旧の進め方や注意すべ
き点などを簡潔に記載。 
行政機関の窓口や説明会など
で配布しております。 

４ 被災宅地災害復旧技術マニュアル ～熊本地震対応～ 



４ 被災宅地災害復旧技術マニュアル ～熊本地震対応～ 

□ 被災宅地災害復旧技術マニュアル 
  ～熊本地震対応～ 

・本マニュアルは「被災宅地災害復旧技術マニュアル(案)～中越地震対応～」（平成16
年：新潟県・国土交通省）を基本として、地震、集中豪雨等により被災した宅地擁壁、
宅地地盤、宅地に付随するのり面・自然斜面に対して、調査、本復旧および仮復旧を行
うための手法を示したものである。 
・平成１６年度以降に公表されたガイドライン等を整理して反映。 
・本編では、最新の知見を反映した調査や本復旧を基本とし、参考資料編では、図表な
どを用いて、工法など判りやすくまとめた。 
・熊本地震で見られた液状化・陥没被害についても復旧方法等を記載。 

41頁 抜粋 

空石積造擁壁の復旧レベル（本編） 対策工法の種類と概要（参考資料編） 

46頁 抜粋 



４ 被災宅地災害復旧技術マニュアル ～熊本地震対応～ 

□ 被災宅地復旧の手引き 
  ～熊本地震による被災者の皆さまへ～ 

・本手引きは、被災された方などを対象とし 
 て、先述のマニュアルを踏まえ、宅地被害 
 の事例、宅地復旧の進め方や工法、助成・ 
 融資制度、関係法令等をわかりやすく紹介 
 したもの。 
・この手引きをご覧いただき、宅地の被災状 
 況と照らし合わせて、技術的な基準を満た 
 した適切な復旧の方法を検討していただき 
 たいと考えている。 

10頁 抜粋 6頁 抜粋 

工事に伴う地盤調査費は必要です 



４ 被災宅地災害復旧技術マニュアル ～熊本地震対応～ 

□ 宅地復旧のガイド 
  ～熊本地震による被災者の皆さまへ～ 

・被災者の方が宅地を復旧するにあたり、公共 
 事業や宅地復旧支援事業（復興基金による支 
 援制度）の対象の有無や復旧をどのように進 
 めるかなどを判断する際に、参考としていた 
 だくためのものです。 
・各市町村の相談窓口で配布しております。
（窓口の問い合わせ先やガイドはＨＰにも掲載 
 しております。） 

被災宅地復旧マニュアル 熊本 検索 

熊本市の問い合わせ先： 

    震災宅地対策課 ℡096-328-2966 
    ・熊本市中央区花畑町10-34 熊本花畑ﾋﾞﾙ3階 



５ 宅地復旧支援事業 

□ 宅地復旧支援事業の対象について 

平成２８年熊本地震発生時に住宅の用に供されてい
た土地の所有者等（管理者又は占有者は所有者の承
諾を得たもの） 

① 対象者 

② 対象宅地 
  （用途） 

対象外宅地（例）   
○ 住宅となる家屋がない倉庫・納屋 
○ 店舗  ○ 事業所  ○ 工場  ○ 事業用倉庫  ○社宅等 

○ 戸建住宅 
○ アパート及びマンション（賃貸・分譲） 
○ 店舗(事務所）併用住宅（住宅の用に供する部 
 分） 
○ 個人所有者の住宅と一体的に利用している倉 
 庫・納屋 



５ 宅地復旧支援事業 

□ 宅地復旧支援事業の対象について 

③ 対象金額 

個人施工の工事費から５
０万円を控除した額に２
／３を乗じた額。対象工
事費が１,０００万円以上
の場合、交付額は６３３
万３千円を限度とする。 
（アパート・マンション
等は複数世帯と考えられ
るが、１宅地とみなす） 



５ 宅地復旧支援事業 

□ 宅地復旧支援事業の対象について 

④ 対象工事 

（１）のり面の復旧工事 
（２）擁壁の復旧工事（旧擁壁の撤去、擁壁
に関する排水施設設置工事） 
（３）地盤の復旧工事（陥没への対応工事） 
（４）地盤改良工事 
 住宅建屋（住宅及び住宅に付属する用途に 
 供する建築物）下の工事 
（５）住宅基礎の傾斜修復工事 
 住宅建屋の基礎の沈下又は傾斜を修復する 
 工事 

※（４）の工事については、液状化が発生したと見られる区域における、液状
化再度災害を防止する為の工事を対象とする。 
※上記工事に関する調査および設計費を含む 
※熊本地震により被災した復旧工事であって、既に工事が完了しているものも 
 含む） 



５ 宅地復旧支援事業 

□ 宅地復旧支援事業の注意点について 

⑤ 建築確認申請手続き 

擁壁の高さが2ｍを超える擁壁を築造する場合、
建築確認申請の手続きが必要となります。  
※都市計画区域外についても手続きが必要で
す。 

高さ 
 
２ｍ超え！ 擁壁 

◆建築確認申請手続きが必要な擁壁 

 高さが2ｍを超えて、地面の
傾斜が30度を超える地盤を
「がけ」といいます。がけに
近接して建築物を建てる場合、
がけ高さの1.5倍の距離を離す
必要があります。 
 ただし、基準を満たした擁
壁でがけを補強・築造した場
合等については、がけから距
離を離さずに建築を行うこと
ができます。 



５ 宅地復旧支援事業 

□ 宅地復旧支援事業の窓口について 

⑥ 各種相談窓口（平成２９年９月更新） 

自治体名 担当部署 電話番号 

熊本市 
都市建設局 都市政策部 

 震災宅地対策課 
096-328-2966 

八代市 建設部 建設政策課 0965-33-4116 

玉名市 建設部 建設課 0968-75-1122 

山鹿市 建設部 都市計画課 0968-43-1591 

菊池市 建設部 都市整備課 0968-25-7242 

宇土市 建設部 都市整備課 0964-22-1111 

宇城市 土木部 都市整備課 0964-32-1694 

阿蘇市 
土木部 建設課 
または住環境課 

0967-22-3187 
または3169 

上天草市 建設部 都市整備課 0969-28-3366 

合志市 事業部 都市計画課 096-242-1104 

美里町 建設課 0964-47-1113 

玉東町 建設課 0968-85-3112 

南関町 建設課 0968-57-8505 

和水町 建設課 0968-86-5726 

大津町 土木部 都市計画課 096-293-4011 

自治体名 担当部署 電話番号 

菊陽町 産業建設部 都市計画課 096-232-4927 

南小国町 建設課 0967-42-1111 

産山村 経済建設課 0967-25-2213 

高森町 総務課 0967-62-1111 

西原村 震災復興推進課 096-279-3111 

南阿蘇村 復興推進課 0967-67-1113 

御船町 農業振興課 096-282-1617 

嘉島町 建設課 096-237-2619 

益城町 復旧事業課 096-289-8308 

甲佐町 建設課 096-234-1183 

山都町 建設課 0967-72-1145 

氷川町 建設下水道課 0965-52-5856 

水俣市 産業建設部都市計画課 0966-61-1618 

球磨村 総務課 0966-32-1111 

※赤字部分は、ガイドと相違します。 

被災宅地復旧マニュアル 熊本 検索 



□ 『熊本地震に関する国・県・熊本市の対応』 

『先進建設技術フェアin熊本』 

ご清聴ありがとうございました。 
 

『明日を見据えた復興』に取り組んでまいります。 


